
トライアングルプランⅢ　アクションシート 資料４

H２９ H30 R1 R2 R3実績 R3目標値

４社 ９社 ８社 11社 11社 ８社

14社 17社 20社 20社 20社 20社

14校 15校 15校 14校 16校 20か所

46人 61人 99人 38人 19 解消
（Ｈ29.10末）（Ｈ31.4.1）（R1.10.1）（R2.4.1） （R3.4.1） （R3.4.1）

87.6% 88.1% 96.1% 75.6% 93.0% 98.0%

8.6% 10.1% 10.1% 11.5% 11.4% 11.0%

（Ｈ29.4.1）（Ｈ31.4.1）（Ｈ31.4.1）（R2.4.1） （R3.4.1） （R3.4.1）

29.4% 25.4% 25.4% 24.6% 46.2% 30.0%

（Ｈ29.4.1）（Ｈ31.4.1）（Ｈ31.4.1）（R2.4.1） （R3.4.1） （R3.4.1）

23.5% 23.9% 23.9% 24.8% 25.4% 30.0%

（Ｈ29.4.1）（Ｈ31.4.1）（Ｈ31.4.1）（R2.4.1） （R3.4.1） （R3.4.1）

H29 H30 R1 R2 R3

実施

手帳交付数
（840)

(835) (830) (825) (820)

153,560 健康課 815 805 761 727 719

実施

手帳交付数
（840)

(835) (830) (825) (820)

153,560 健康課 815 805 761 727 719

191,400
まちづくり協
働課

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

― 産業政策課 継続実施 継続実施 継続実施   継続実施 継続実施

―

都市計画Ｍ
Ｐ策定・公表
立地適正化
計画策定

立地適正
化計画策
定中

立地適正化
計画策定中

立地適正化
計画策定中

立地適正化計
画策定中

ライフ・
ワーク・バ
ランスの

推進

コンパクトシティ
の推進　＊

都市計画マスタープラン及び立地適正化計画でコンパク
トシティ実現に向けた方針を示し、性別に関わりなく働き
やすく、子育てがしやすいまちづくりを目指していきま
す。＊

★ 都市計画課

育児・介護休業
の周知、啓発促
進

性別に関わりなく休暇を取得しやすい社内風土が醸成
されるよう、企業に対し情報提供や啓発を行います。

まちづくり協働
課
産業政策課

―

労働者の家庭的責任に配慮した取組みを行う「ファミ
リーフレンドリー企業」をリーフレット等で紹介するととも
に、県との連携のもとで、登録を希望する企業を支援し
ます。

―

母子手帳交付
妊婦相談

市内登録の愛知県「ファミリーフレンドリー企
業」を、瀬戸市企業ガイドブック2020年版に
掲載して紹介した。

―

都市計画課3,738,900

働く妊婦に対し、母子健康手帳（親子手帳）
交付時に、合わせて母性健康管理指導事
項連絡カードを配布した。

―
立地適正化計画の策定に向け、都市構造
の評価と分析から都市機能誘導区域及び
居住誘導区域の検討を行う。

―

重点目標 １　あらゆる分野における個人の活躍
施　　策 実施事業

基本施策

妊娠時の健康
管理支援と休
暇等制度の周
知

県の啓発冊子等を活用し、事業主の妊産婦に対する健
康配慮義務について周知します。また、職場における母
性健康管理に関する相談窓口についての周知を図りま
す。

健康課

取り組み 内容
追加
項目

主な担当課

6.0%

マタニティ教室への初産妊婦の配偶者・パートナーの参加率

管理監督的地位（係長級以上）にある市職員に占める女性割合

事業名
概要

（R3年度）
実施対象

24.1%（H28..4.1）

—

50.0%

「あいち女性輝きカンパニー」の認証を受けた市内企業数

「ファミリーフレンドリー企業」に登録している市内企業数

せとっ子モアスクール（放課後児童クラブ・放課後学級）の数

職場における男女の地位に対する平等意識（職場における男女の地位に対して「平等である」と回答した人の割合）

実績
(Ｒ3年度)

— 25.7% －

待機児童数

働く女性に対し、母子手帳交付時に事業主
の妊産婦に対する健康配慮義務について、
職場における母性健康管理に関する相談窓
口についての周知した。

— —— —

事業スケジュール
予定数値

審議会の女性委員の登用率　（瀬戸市の審議会等委員に占める女性の割合）

—

妊婦とその家族

妊婦とその家族

―

「チャレンジ Seto Style 6　－瀬戸市ライフ・
ワーク・バランス推進宣言事業所とロールモ
デル集」を配布するなど、企業に対し情報提
供や啓発を行った。

―

―

男性の育児休業取得率（企業へのアンケート調査において、配偶者が出産した社員のうち、育児休業を取得したと回答した人の割
合）

働く妊婦に対し、母子健康手帳（親子手帳）交付時に、
合わせて母性健康管理指導事項連絡カードを配布しま
す。

重点目標 １　あらゆる分野における個人の活躍
数値目標

事業担当課
(Ｒ3年度)

母子手帳交付
妊婦相談

現状（H２７年）

14%（アンケート調査）

３社

15社

11か所

16人（H28.4.1）

—

3.2%（アンケート調査）

89.90%

23.9%（H28.4.1）

管理監督職（係長級以上）
6.0%（H28.4.1）
管理職（課長級以上）

1-1 ★：本プランから新たに追加した項目



トライアングルプランⅢ　アクションシート

H29 H30 R1 R2 R3

重点目標 １　あらゆる分野における個人の活躍
施　　策 実施事業

基本施策 取り組み 内容
追加
項目

主な担当課 事業名
概要

（R3年度）
実施対象

実績
(Ｒ3年度)

事業スケジュール
予定数値事業担当課

(Ｒ3年度)

実施検証
要綱制定

実施

（２社） （２社） （２社） （２社）

― 行政課 完了
実施
(10)

実施
(8)

実施
(5)

実施
(7)

要綱制定
実施

（２社） （２社） （２社） （２社） （２社）

191,400
まちづくり協
働課

実施
(10)

実施
(9)

実施
(7)

実施
(2)

実施

実施

（１回／年） （１回／年） （１回／年） （１回／年） （１回／年）

191,400
まちづくり協
働課

作成配布 検討 作成配布   作成配布 作成配布

実施

9件/年 9件/年 9件/年

0 都市計画課 0件 2件/年 6件/年 2件/年 0件/年

―
まちづくり協
働課

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

― 産業政策課 継続実施 継続実施 継続実施    継続実施 継続実施

実施

（１回／年） （１回／年） （１回／年） （１回／年） （１回／年）

0
まちづくり協
働課

1回 1回 1回 情報提供 情報提供

―
まちづくり協
働課

2回
/(年)

2回
/(年)

2回
/(年)

2回
/(年)

実施

実施

（４ヶ月/年
程度）

（４ヶ月/年
程度）

（４ヶ月/年
程度）

（４ヶ月/年
程度）

（４ヶ月/年程
度）

1,685,683
ものづくり商業
振興課

実施 実施 実施 中止 実施

働き方の
見直しと
多様な働
き方への

支援

ライフ・
ワーク・バ
ランスの

推進

―

起業・創業に関
する支援の充
実

起業・創業などを目指す方に対し、創業スクールなどを
開催し、支援を行います。

ものづくり商業
振興課

―
広報等において、長時間労働の是正等の啓発に関する
記事を掲載し、意識啓発に取り組みます。＊

★

女性活躍推進セミ
ナー

人事・総務等の実務担当、管理職向けに
ワークライフバランスの推進や男性の働き
方の見直し、性別にとらわれない人材育成
に関するセミナー等の情報を市内企業へ提
供し、取り組みを推進した。

市内企業
（事業所）

企業における多
様な就労形態
の導入促進

フレックスタイム制度、在宅勤務、テレワーク、育児短時
間制度等の取り組みや効果について、市広報紙やホー
ムページ、パンフレット等を活用して、情報提供・周知を
行います。

―

―

企業向けセミ
ナーの開催　＊

人事・総務等の実務担当、管理職向けにセミナー等を
開催し、取り組みを推進します。＊

★ まちづくり協働課

まちづくり協働
課
産業政策課

優良企業の表
彰　＊

働き方の見直し
への啓発　＊

ロールモデルの
提供　　＊

★

市民
三世代近居支
援　＊

三世代の同居・近居を推進し、子育てのしやすい環境づ
くりを行います。＊

ライフ・ワーク・バランス推進への取組みを行う企業の表
彰を行い、市民に公表することで優良企業のＰＲ支援を
行います。＊

★ まちづくり協働課

市内の女性活躍、ライフ・ワーク・バランス推
進企業（事業所）や女性活躍を支援する個
人、仕事や社会活動などで活躍する市内在
住女性を取り上げたリーフレットの作成を検
討した。

市内企業
（事業所）

市民

公共工事の総合評価落札方式の加点項目
にライフ・ワーク・バランス推進に関する項目
を追加した。

事業所
公共工事の総合評価落札方式の加点項目に男女共同
参画に関する項目の追加を検討します。＊

★ 行政課
－公共工事にお

ける受注機会
の拡大　＊

－

まちづくり協働課

せと・しごと塾

地域のニーズや課題をビジネスの手法に
よって解決することを理念とした「地域ビジネ
ス」での市内開業を目指す方や創業して間
もない市内事業者の方に対し、創業に必要
となる知識や実務を学んでいただく機会を
提供した。

創業を目指す方・
創業をして間もな

い方
（開業後5年未満）

広報等に啓発に関する記事を掲載し、意識
啓発に取り組んだ。

女性活躍推進
ロールモデルリー
フレット作成

女性活躍やライフ・ワーク・バランス推進に取り組む個
人を表彰し、ロールモデルとして紹介します。＊

★ 都市計画課

まちづくり協働課

三世代同居・近居
応援補助金

築20年以上の住宅を購入して三世代同居・
近居を実現する場合に一定額の補助を行っ
た。

―

女性活躍・ワーク
ライフバランス推
進企業表彰

女性活躍、ライフ・ワーク・バランス推進に積
極的な取り組みを行う市内企業（事業所）を
啓発リーフレットに掲載し広く配布した。

市内企業
（事業所）

LWB推進宣言事業所へのメルマガや情報誌
（チャレンジSeto Style）、 ホームページ等を
活用して、県からの情報提供や市内事業所
の取組について周知を行った。

―

1‐2 ★：本プランから新たに追加した項目　　　



トライアングルプランⅢ　アクションシート

H29 H30 R1 R2 R3

重点目標 １　あらゆる分野における個人の活躍
施　　策 実施事業

基本施策 取り組み 内容
追加
項目

主な担当課 事業名
概要

（R3年度）
実施対象

実績
(Ｒ3年度)

事業スケジュール
予定数値事業担当課

(Ｒ3年度)

実施

399,300 都市計画課 実施 実施 実施 実施 実施

実施

2件/年 2件/年 2件/年 2件/年

1,028,000
ものづくり商
業振興課

2件 5件 3件 2件 3件

実施

3,572,000
ものづくり商
業振興課

2件 6件 2件 5件 4件

拠点整備
実施

― ― ― ― ―

6,133,740
ものづくり商
業振興課

実施中 実施 実施 実施 実施

実施

ＮＰＯ登録数

（35団体）
（36団体） （37団体） （38団体） （39団体）

8,400,000
まちづくり協
働課

35団体 35団体 35団体 35団体 36団体

実施

9,000,000 保育課 実施 実施 実施 実施 実施

実施

2園 2園 2園 2園 2園

6,000,000 保育課 2園 2園 2園 2園 2園

実施

5,490,000 保育課 実施 実施 実施 実施 実施

実施

21園 21園 22園 24園 24園

74,707,000 保育課 21園 21園 22園 24園 24園

保育サービスの
充実

市民の活
躍を支え
る子育て・
介護支援
の充実

働く保護者のライフスタイルに対応するため、延長保育
（18：15～19:15）を実施します。

延長保育
希望者に対し延長保育（18：15～19:15）を実
施した。
延長保育料は徴収しない。

―
０～２歳児の保育ニーズに応えるため、低
年齢保育を実施した。

日曜、祝日等の保護者の就労により家庭で保育するこ
とができない児童のために休日保育を実施します。

希望者に対して、日曜・祝日に保育を実施し
た。

こども未来課
保育課

ＮＰＯ活動に関
する支援の充
実

ＮＰＯ活動によりキャリア形成しようとする方に対し、ＮＰ
Ｏ活動に関する相談を行います。

まちづくり協働課

ツクリテ支援
ツクリテの市内定住と育成を図るとともに、
ツクリテの拠点を中心市街地に設け、地域
の賑わい創出を目指した。

ツクリテ創業支援
事業費補助金

ツクリテの市内定住と育成を図るとともに、
ツクリテの拠点を中心市街地に設け、地域
の賑わい創出を目指した。

ツクリテ

空き店舗対策事
業費補助金
→創業支援へ移
動

中心市街地の空き店舗に出店する際の家
賃・改修費の補助を行った。

中心市街地商店
街において新た
に開業しようとす

る人

空き家情報バンク
の運営

市内に存在する空き家の情報を市のHPや
窓口で紹介した。

市内で空き家を
所有する人、利用

したい人

「ツクリテ」支援
＊

空き家情報バンクなどにより空き家や空き店舗の活用を
促し、起業・創業やツクリテ支援を推進します。＊

★
都市計画課
ものづくり商業
振興課

休日保育

緊急一時保育
一時保育

保護者の傷病・疾病・事故・出産・看護等や
むを得ない理由により緊急かつ一時的に家
庭での保育が困難となった児童のための緊
急一時保育及び理由を問わず一時的に児
童を保育する一時保育を実施した。

市民（0～5歳児の
子育て世帯）

働き方の
見直しと
多様な働
き方への

支援

保護者の傷病・疾病・事故・出産・看護等やむを得ない
理由により緊急かつ一時的に家庭での保育が困難と
なった児童のために、一時保育を実施します。

０～２歳児の保育ニーズに応えるため、低年齢保育を実
施します。

ツクリテとして活
動を行っている方

等

ＮＰＯ相談
瀬戸まちの活動センターにおいて、ＮＰＯの
立ち上げに関する情報提供や手続きの支援
を行った。

市民
活動団体

保育所入所児童
と保護者

保育所入所児童
と保護者

市民（0～2歳児の
子育て世帯）

1‐3 ★：本プランから新たに追加した項目　　　



トライアングルプランⅢ　アクションシート

H29 H30 R1 R2 R3

重点目標 １　あらゆる分野における個人の活躍
施　　策 実施事業

基本施策 取り組み 内容
追加
項目

主な担当課 事業名
概要

（R3年度）
実施対象

実績
(Ｒ3年度)

事業スケジュール
予定数値事業担当課

(Ｒ3年度)

実施

9園 10園 11園 12園 12園

5,410,226 保育課 9園 10園 10園 12園 12園

実施

預かり件数
（199/年）

預かり件数
（110/年）

預かり件数
（60/年）

保育件数
（25/年）

保育件数
（60/年）

18,362,000 こども未来課 実施 実施 実施 実施 146

実施

― 保育課 実施 実施 実施 実施 実施

実施

300,000 こども未来課 実施 実施 実施 実施 実施

実施

20校
（90回/年）

20校
（90回/年）

20校
（60回/年）

15校
（45回/年）

16校
（48回/年）

―

交通児童遊
園
せとっ子ﾌｧﾐ
ﾘｰ交流館

20校 20校 20校
13校

（17回/年）
15校

（27回/年）

実施

5,440,380
瀬戸市ファミ
リーサポートセ
ンター

実施 実施 実施 実施 実施

実施

25 27 27 28 29

213,793,000 こども未来課 25 27 27 28 28

実施

15校 17校 19校 14校
14校

(16校ただし２校
は送迎にて対応）

72,306,000 こども未来課 14校（16校） 15校（17校） 15校（19校） 14校（16校） 14校（16校）

保育サービスの
充実

子育て支援の
充実

市民の活
躍を支え
る子育て・
介護支援
の充実

児童に安全・安心で居心地の良い放課後の遊び場を提
供するため、放課後学級を実施します。

★ 放課後学級

安全・安心で居心地の良い放課後の遊び場
の提供を行う放課後学級を実施した。
※数値は放課後学級設置数、(　)内は同利
用可能校数。
※令和２年度から、１６校すべての小学校の
児童による放課後学級の利用が可能となっ
ている。

市内小学生

仕事と子育て等の両立支援や地域の相互扶助による育
児負担軽減を図るために、ファミリーサポートセンター事
業を充実します。 こども未来課

児童の健全育成と仕事と子育ての両立支援のための放
課後児童クラブを実施します。

★

生後6か月から小
学校3年生までの

子ども

子育てと就労の両立を支援するため、陶生
病院敷地内にて、病児、病後児保育を行っ
た。

こども未来課
保育課

子どもガイドの配
布・子育て支援サ
イトの管理

移動児童館

主任児童委員はじめ地域のボランティアの
協力を得ながら放課後の児童の遊び場及
び遊びの提供をし､児童の健全な育成を
図った。

多様な就労状況等に対応するため、保育所の入所基準
の見直しを実施します。

病児保育

交通児童遊園とせとっ子ファミリー交流館が各学区にお
いて、放課後の児童の遊びや遊び場を提供し、児童の
健全育成を図ります。

子育て事業に関する情報を積極的にPRを
行うとともに、わかりやすく紹介した。

３歳児以上で障害のある児童の保育を実施します。

保育施設、子どもの遊び場等の情報を「子どもガイド」や
ホームページなどを通じて提供します。

―
保育所の入所基準の見直しをすることで、よ
り公平に保育所を利用できるようになること
を目指した。

―

市民

市内小学生

病気中や病後の生後６ヵ月～小学３年生までの子ども
の保育を実施します。

障害児保育
保育所入所児童

と保護者
障害児保育を実施し、充実を図った。

ファミリーサポート
事業

登録されている依頼会員からの依頼（預か
りや小学校や保育園などの送迎など）を受
け、登録した会員が援助した。

小学校6年生まで
の子どもを持つ市

民

放課後児童クラブ

適切な遊びの場や生活の場を提供し、健全
な育成を図る放課後児童クラブを実施した。
※校内で開設している児童クラブと校外で
開設している児童クラブの合算数。

市内小学生
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トライアングルプランⅢ　アクションシート

H29 H30 R1 R2 R3

重点目標 １　あらゆる分野における個人の活躍
施　　策 実施事業

基本施策 取り組み 内容
追加
項目

主な担当課 事業名
概要

（R3年度）
実施対象

実績
(Ｒ3年度)

事業スケジュール
予定数値事業担当課

(Ｒ3年度)

実施

219,000
子ども・若者
センター

実施
（3回）

2回
出張講座14回

1回
出張講座11回

出張講座1回 0回

実施

0
子ども・若者
センター

実施
1,737

（うち相談者数
1,040）

993 1,200 1,453

実施

26,381
せとっ子ファ
ミリー交流館

実施 0
スキルアップ

講座
0回

スキルアップ
講座
0回

１回

実施

0 こども未来課 実施 実施 実施 実施 ０回

実施

0 こども未来課 実施 1日 1日 0日 0日

実施

60,000
子ども・若者
センター

実施 2回 2日 実施 １回

実施

７か所 ７か所 ７か所 ７か所 ７か所

14,675,200
高齢者福祉

課
実施 実施 実施 実施 実施

実施

随時 随時 随時 随時 随時

―
高齢者福祉

課
実施 実施 随時 随時 随時

実施

随時 随時 随時 随時 随時

―
高齢者福祉

課
実施 実施 随時 随時 随時

介護に関する
相談の充実

こども未来課
子育て支援の

充実

市民の活
躍を支え
る子育て・
介護支援
の充実

高齢者福祉課

介護保険サー
ビス等の充実

★

支援が必要な高齢者等が、必要に応じた適切なサービ
スが受けられるよう、介護保険制度に関する情報の提
供を行います。

介護サービス事業所一覧等の配布などを通じ、介護保
険サービス等を利用しやすい環境をつくります。

高齢者の総合相談窓口である地域包括支援センターに
おいて、高齢者やその家族からの相談に対応します。

地域包括支援セ
ンター運営事業

★

現在の子育て事情に対応し、世代間（子の親と子の祖
父母間）の子育てに関する認識や方法が記載してある
「子育て・孫育て応援手帳」の発行及びホームページ等
での提供を行います。＊

★

保護者が子育てに自信を持ち、安心して子育てができる
よう、子育てに関する不安、しつけ、生活習慣及び遊び
などに関する悩みなどを解消するために行います。＊

★

現在の子育て事情に対応し、各世代の子育て・孫育て
に関する認識や多世代で支えあう環境を作ったり、高齢
者の生きがい作りにつなげていくために行います。＊

地域の子育てサロンや保育園などの活動拠点で子育て
の支援を担う人材を育成するための「地域子育てサロン
ボランティア養成講座」を開催します。＊

★
子育てサポーター
養成講座

地域の子育てサロンや保育園等の活動拠
点において、乳幼児を持つ親の子育てに寄
り添い、子育てのサポートをする支援者を養
成した。

子育て・孫育て応
援手帳

現在の子育て事情に対応し、世代間（子の
親と子の祖父母間）の子育てに関する認識
や方法をわかりやすく紹介した。
※令和３年度は新型コロナウイルス感染症
対策のため実施しなかった。

市民

子どもや保護者、妊娠中の方が、教育・保育施設や地
域の子育て支援事業を円滑に利用できるよう、情報提
供や相談、助言を行う「子ども・若者相談」を行います。
＊

★

子どもの非認知能力を育む子育てを習得するための、
保護者向けのプログラムを実施します。

子ども・若者相談
子ども・若者センターと子育て世代包括支援
センターで、妊娠中の方や子育て中の方な
どに情報提供や相談・助言を行った。

市民

保育園・幼稚園で子育てセミナーや親子ふ
れあい遊びコーナーを開催する予定であっ
た。
※令和３年度は新型コロナウイルス感染症
対策のため実施しなかった。

すくすくふれあい
広場

市民

市民

子育て・孫育て応
援講座

現在の子育て事情に対応し、各世代の子育
て・孫育てに関する認識や多世代で支えあ
う環境を作ったり、高齢者の生きがい作りに
つなげていくための講座を実施した。

市民

親の学び講座

保護者が子育てに自信を持ち、安心して子
育てができるよう、子育てに関する不安、し
つけ、生活習慣及び遊びなどに関する悩み
などを解消するための講座を実施した。

市民

介護予防及び地域で自立した日常生活を営
むことができるよう支援することを目的とした
事業であり、事業拠点として市内７か所に地
域包括支援センターを設置した。

市民

ホームページ等を通じて、常に更新された
介護保険制度に関する情報を提供した。

市民

事業所一覧表の
配布

介護サービス事業所一覧等の配布を随時
更新し、市役所及び地域包括支援センター
において配布した。

市民

ホームページ等の
充実
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トライアングルプランⅢ　アクションシート

H29 H30 R1 R2 R3

重点目標 １　あらゆる分野における個人の活躍
施　　策 実施事業

基本施策 取り組み 内容
追加
項目

主な担当課 事業名
概要

（R3年度）
実施対象

実績
(Ｒ3年度)

事業スケジュール
予定数値事業担当課

(Ｒ3年度)

実施

（１人） （１人） （１人） （１人） （１人）

14,719,000
高齢者福祉

課
実施 ４人 ４人 ４人 ４人

実施

―
高齢者福祉

課
実施 実施 実施

次年度予算
要求（交通

費）
派遣

（１人） （１人） （１人） （１人）

0
まちづくり協
働課

実施
（1名）

0人 0人 2人 1人

実施
（①②のいず
れか又は両方

を実施）

（１回/年） （１回/年） （１回/年） （１回/年） （１回/年）

0
まちづくり協
働課

実施
（１回）

実施
（1回）

実施
（1回）

中止
実施
（1回）

― 産業政策課 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

― 産業政策課 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

―
まちづくり協
働課

啓発実施 啓発実施 啓発実施 啓発実施 啓発実施

― 産業政策課 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

実施
（①②のいず
れか又は両方

を実施）

（１回/年） （１回/年） （１回/年） （１回/年） （１回/年）

0
まちづくり協
働課

実施
（１回）

実施
（1回）

実施
（1回）

中止
実施
（1回）

― 産業政策課 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

女性のエ
ンパワー
メントと就
労支援

高齢者福祉課

―
ホームページ、パンフレット等を活用して、情
報提供・周知を行った。

県や関係機関、団体が主催する再就職セミナーについ
て、広く市民に周知します。

―
ホームページ、パンフレット等を活用して、情
報提供・周知を行った。

―

各種職業能力
開発の支援

県や関係機関、団体が主催する職業能力開発のため
の研修、セミナーなどについて、市広報紙やホームペー
ジなどで周知します。

産業政策課

女性セミナー②
（チャレンジ）

コロナ禍による働き方の変化に対応して
キャリアアップもしくは再チャレンジしていく
ためのエンパワーメントセミナーを企画した
が、新型コロナウイルス感染拡大の影響に
より中止した。

市民（女性）

―

再就職等の推
進

まちづくり協働
課
産業政策課

企業に対して、女性の再チャレンジの社会的な意義を啓
発し、積極的な採用を働きかけます。

エンパワーメント・プログラムとして託児付の女性セミ
ナーを実施します。

就労に関する
情報提供・相談
の充実

県や関係機関、団体等と連携し、就労に関する個別相
談会を開催するなど、就労機会の拡大に向けた取組み
を進めます。

産業政策課 ―

愛知労働局と締結した雇用対策協定に基づ
き、「瀬戸市雇用対策協定に基づく事業計
画」を定め、就活相談会や求人面接会など、
効果的な事業を実施した。

人材育成の充
実

県が実施する女性の人材育成事業等に市民を派遣し、
女性の人材育成を行います。

まちづくり協働課

仕事と介護の両
立に関する啓発
活動

仕事と介護の両立に関する啓発活動として、介護休暇
の取得促進及び周知を行います。

高齢者支援のため様々な主体が行う地域活動や、利用
者ニーズを把握し、支援を必要とする人へのサービスの
充実を行います。

再就職支援セミ
ナーの実施

市民の活
躍を支え
る子育て・
介護支援
の充実

介護保険サー
ビス等の充実

関係機関、団体等と連携し、女性の就労や再就職を
テーマとしたセミナーを開催します。

まちづくり協働課

 第７期瀬戸市高齢者福祉計画・介護保険事
業計画に基づき、市民及び市内事業者向け
にセミナーを実施し、仕事と介護・育児の両
立について広く啓発をした。

市民

愛知県人材育成
セミナー派遣

男女共同参画の視点を地域活動等に取り
入れ活動する女性リーダーの育成を目的
に、県が実施する女性の人材育成セミナー
へ市審議会市民委員1名を推薦し受講して
いただいた。

市民（市推薦者）

生活支援サービス
コーディネーター
委託事業

「生活支援コーディネーター」を社会福祉協
議会に委託し、多様な地域資源を活用しな
がら生活支援・介護予防にかかるサービス
の基盤整備を行った。

市民

女性セミナー①
（エンパワーメン
ト）

結婚・出産・育児などで離職して再就職を考
えている女性向けに、ワークライフバランス
とキャリアデザイン、自分らしいキャリアプラ
ンをテーマにオンラインでワークショップを開
催した。

市民（女性）

―

―
ホームページ、パンフレット等を活用して、情
報提供・周知を行った。

―
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トライアングルプランⅢ　アクションシート

H29 H30 R1 R2 R3

重点目標 １　あらゆる分野における個人の活躍
施　　策 実施事業

基本施策 取り組み 内容
追加
項目

主な担当課 事業名
概要

（R3年度）
実施対象

実績
(Ｒ3年度)

事業スケジュール
予定数値事業担当課

(Ｒ3年度)

次年度予算
要求

実施

（１回/年） （１回/年） （１回/年） （１回/年）

0
まちづくり協
働課

実施
（１回）

実施
（1回）

実施
（1回）

中止
実施
（1回）

実施
次年度予算

要求

（１回/年） （１回/年） （１回/年） （１回/年） （１回/年）

20,000
まちづくり協
働課

実施
（１回）

実施
（２回）

実施
（１回）

検討
実施
（1回）

実施

12回/年 12回/年 12回/年 12回/年 12回/年

35,000 健康課 12 12 12 5 5

実施

（2回/年） （2回/年） （2回/年） （2回/年） （2回/年）

339,728
せとっ子ファミ
リー交流館

2回実施中 2回実施中 2回実施中 1回実施中 ３回

実施

－ － － － －

― 健康課 実施 実施
マタニティ教

室として
マタニティ教

室として
マタニティ教室

として

実施

－ － － － －

― 健康課 実施 実施 実施 実施 実施

実施

（１回/年） （１回/年） （１回/年） （１回/年） （１回/年）

0
まちづくり協
働課

実施
（１回）

実施
（１回）

実施
（１回）

中止
実施
（1回）

実施

（１回/年） （１回/年） （１回/年） （１回/年） （１回/年）

0
交通児童遊
園

1回 0回 1回 0回 2回

― 健康課 実施 実施 実施 実施 実施

― こども未来課 実施 実施 実施 実施 実施

―
まちづくり協
働課

実施 実施 実施 実施 実施

女性のエ
ンパワーメ
ントと就労

支援

男性への育児
知識の提供と
性別にとらわれ
ない育児参画
の促進

将来理系やＩＴ
分野で活躍する
児童生徒の育
成　＊

男性の家
庭参画の

促進

男性への育児
知識の提供と
性別にとらわれ
ない育児参画
の促進

―

父親向け育児支援の行事等において、父親同士の交流
の機会を提供します。＊

★

こども未来課（交
通児童遊園）
まちづくり協働
課

健康課

市民（父親とその
子ども）

母子とその家族

子育てハンドブッ
クの配布やアプリ
紹介

「子育てハンドブック～お父さんダイスキ～」
のアプリを母子手帳交付時にお知らせし、
父親の育児参加について啓発した。

妊婦とその家族

ミニママ教室やマタニティ教室において、妊婦の配偶
者・パートナー等に対して妊婦疑似体験を実施します。

健康課
こども未来課

「子育てハンドブック～お父さんダイスキ～」のアプリを
母子手帳交付時にお知らせし、父親の育児参加につい
て啓発を行います。

育児教室
育児講座などにおいて、固定的性別役割分
担意識にとらわれない子育ての重要性を啓
発し、男性の参加促進を図った。

マタニティ教室

育児講座
「パパと遊ぼう　講
座」

男性保育士が講師となり父親ならではの大
胆なふれあい遊びや子どもとのかかわり方
を学ぶ。大学教授に講師を頼み、子どもとの
関わり方等を父親に分かりやすい方法で伝
えてもらった。

妊婦とその家族

市民(乳幼児を持
つ父親）

市民（女子児童生
徒）

妊婦の配偶者・パートナー等に対して妊婦
疑似体験を実施した。
新型コロナウイルス感染症の感染拡大によ
り、マタニティ教室の内容を一部変更した
が、妊婦疑似体験は、参加したすべての配
偶者・パートナーに実施した。

女性の起業・創
業に関するフォ
ローアップの実
施　＊

女性の起業・創業者やこれから起業・創業を目指す方を
対象に、経営に関する相談などフォローアップ支援を実
施します。＊

★ まちづくり協働課

父親が子どもとふれあいながら、楽しんで参加できる行
事や学習機会を提供します。

★

健康課
こども未来課
まちづくり協働

課

各種講座等の開催にあたっては、仕事を持つ保護者の
参加を考慮し、開催日時等の工夫を行います。

乳幼児の保護者を対象とした育児講座などにおいて、
固定的性別役割分担意識にとらわれない子育ての重要
性を啓発し、男性の参加を促進します。

大学等の高等教育機関や企業との連携により、小中高
生を対象に、性別に関わりなく理系やIT分野への関心を
深める講座等を開催します。＊

まちづくり協働課

女性起業フォロー
アップセミナー

仕事塾卒塾者や、企業・創業を目指す女性
を対象に、事業経営ノウハウや人脈作りの
支援となるセミナーを企画したが、新型コロ
ナウイルス感染拡大の影響により中止し
た。

市民（女性）

父親と子どもを対象とした遊びを通して同じ
時間を共有して子育てを楽しむきっかけ作り
となる場の提供をした。

―

リケジョの卵育成
セミナー

小学4年生から中学3年生までの女子児童
生徒を対象に、現役薬剤師の講話とともに
調剤体験などを実施した。コロナ対策のた
め、今年度は1回の人数を5人に限定し、4回
開催した。

子育てパパのキャ
ンプ教室

デイキャンプとういう手段を介し、家族と過ご
す時間や子どもとの触れ合い方などの大切
さを学ぶ機会を設けたが、新型コロナウイル
ス感染拡大の影響により中止とした。

父親対象遊びの
体験ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ「もっ
とお父さんを楽し
もう」

子育て中のキャ
ンプ初心者の父
親とその家族

―

各種講座等の開催にあたっては、仕事を持
つ保護者の参加を考慮し、開催日時等の工
夫を行った。
また、「めたぼうし健康ちゃんねる」をユー
チューブ上に開設し、健康情報を広く発信で
きるようにした。（健康課）
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H29 H30 R1 R2 R3

重点目標 １　あらゆる分野における個人の活躍
施　　策 実施事業

基本施策 取り組み 内容
追加
項目

主な担当課 事業名
概要

（R3年度）
実施対象

実績
(Ｒ3年度)

事業スケジュール
予定数値事業担当課

(Ｒ3年度)

実施

（2回/年） （2回/年） （1回/年） （1回/年） （1回/年）

5,400 健康課 2回実施 2回実施 1回実施 1回実施 １回実施

実施
（①②の内容
のいずれか又

は両方）

（１回/年） （１回/年） （１回/年） （１回/年） （１回/年）

85,000
まちづくり協
働課

作成配布 作成配布 作成配布 作成配布 作成配布

実施

（１回/年） （１回/年） （１回/年） （１回/年） （１回/年）

0
まちづくり協
働課

実施
（１回）

実施
（２回）

検討 パネル展示
実施
（1回）

女性登用率

（25.3％）
（26.5％） （27.7％） （28.9％） （30％）

0
まちづくり協
働課

23.50% 25.2％ 23.9％ 24.8％ 調査中

実施

0 人事課 実施 実施 実施 実施 実施

実施

（１回/年） （１回/年） （１回/年） （１回/年） （１回/年）

― 人事課 1回 １回 １回 未実施 １回

実施

（１回/年） （１回/年） （１回/年） （１回/年） （１回/年）

―
まちづくり協
働課

実施
（１回）

実施
（２回）

1回 中止 中止

男性の家
庭参画の

促進

女性キャリア支援
交流会

新型コロナウイルス感染症防止の観点から
女性職員・管理監督者へは当該内容の集
合研修は未実施

市職員

審議会等における女性委員の登用状況を定期的に調
査及び公表し、市民に周知を図るなど、目標達成のた
めの対策を講じます。

まちづくり協働課

女性の人材発掘・把握に努め、審議会等担当課からの
要望に応じ情報提供を行います。

実施

女性管理監督者の登用率の上昇に向け、女性職員及
び管理職を対象に意識改革の研修を行います。

市内企業（事業
所）女性従業員

働く女性を対象に、知識や課題などについ
ての情報交換や人脈作り等のため交流会を
企画したが、新型コロナウイルス感染拡大
の影響により中止した。

女性の管理監督
職登用への意識
改革研修の実施

市職員

男性の家庭参
画への周囲の
理解促進　＊

男性の家庭参画の意義を発信し、パタニティハラスメン
ト等の防止の啓発を行います。＊

★
まちづくり協働
課

管理監督職への
適正登用

管理監督職への登用にあたっては、本人の
能力・適性・実績・評価等に基づき判断し、
性別にとらわれないよう実施した。

人事課

市審議会委員へ
の女性登用促進
要綱の制定・運用

市職員の管理監督者の登用にあたっては、性別にとら
われることなく、その能力、適性により行います。

女性の政
策・方針
決定の場
への参画
促進

審議会等への
女性委員の登
用促進

市民や各種審議会所管課へ女性委員登用の意義を発
信し、審議会等における女性委員の登用を促進します。

まちづくり協働
課
（各関係課）

市職員における
管理監督者へ
の女性登用の
促進

女性管理職向
け交流会の実
施　＊

女性管理職及びキャリアアップを目指す女性を対象に、
交流会を開催し、情報交換や異業種交流の場を提供し
ます。＊

★ まちづくり協働課

男性に向けた
意識啓発

男性に向けて、広報や情報誌「WINDY」等により育児・
介護・家事等への参画を促進する啓発を行います。

まちづくり協働
課

市職員が、審議会委員への女性登用の意
識を持ち人選に取り組むよう、要綱を定め、
要綱に規定する女性登用率を達成するよう
働きかけた。

市職員

―

「パパッとクッキング」についてチャレンジ
Seto Style に掲載し、男性の家庭参画への
意識啓発を図った。また、男女共同参画推
進事業の中で、身近な「家族」を題材に男性
の家庭参画に関する講演・座談会を実施
し、意見交換を行った。

市民

パパッとクッキン
グ

広報せとで公募した一般男性に得意料理な
どのレシピを紹介していただき、料理ととも
に撮影した自身の等身大パネルを市役所1
階に展示した。

市民（男性）

男性の家事技
術等の取得支
援

料理教室などへの男性の参加を促進し、男性の家事能
力の向上を支援します。

健康課 市民(男性)
なごやか栄養教
室

感染リスクの高い料理教室の実施は見合わ
せ、「冷凍野菜を活用したお手軽レシピ」とし
て、食生活改善協議会が考案した「根っこ野
菜のクリームシチュー」と「具だくさんの卵焼
き」の２品を広報9/1号に掲載した。
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トライアングルプランⅢ　アクションシート

H２９ H30 R1 R2 R3実績 R3目標値

78.4% 83.3% 83.1% — — 81.0%

74.0% 82.4% 78.2% — — 76.0%

82.7% 83.6% 81.8% — — 88.0%

66.2% 72.3% 69.3% — — 72.0%

117人 141人 141人 141人 141人 300人

22人 33人 34人 37人 39人 41人

(登録数70人) (登録数103人) (登録者113人) (登録者122人) （登録者数129人） （登録者数127人）

H29 H30 R1 R2 R3

実施

0
まちづくり協
働課

実施 実施 実施 実施 実施

実施
（①②③④の
いずれか又は
複数）

（１回/年） （１回/年） （１回/年） （１回/年） （１回/年）

0
まちづくり協
働課

実施
（１回）

実施 実施 検討 実施

実施

（３０作品） （４０作品） （５０作品） （６０作品） （７０作品）

16,557
まちづくり協
働課

実施
(292作品)

実施
(1,256)

実施
(1,277)

実施
（1,208）

実施
（1,449）

実施

（１回/年） （１回/年） （１回/年） （１回/年） （１回/年）

0
まちづくり協
働課

実施
(2月)

実施
(2月)

実施
（10月）

啓発
（10月）

実施
（10月）

実施

（２回/年） （２回/年） （２回/年） （１回/年） （１回/年）

0
図書館
まちづくり協
働課

実施
（２回）

実施 実施 実施 実施

0
まちづくり協
働課

実施 実施 実施 実施 実施

0
シティプロ
モーション課

実施 実施 実施 実施 継続実施

現状（H２７年）

—

—

小6：85.3％

中３：68.9％

10.3%

小６：75.7％

　46.6%（アンケート調査）

63.8%（アンケート調査）

男女共同
参画の意
識啓発・
理解促進

「男女共同参画」に関する資料の収集及び
提供を行い、図書館エントランスの企画コー
ナーで展示 し啓発を実施した。

―まちづくり協働課

広報等やホームページにおいて、適切な表
現とするよう留意しました。

図書館
まちづくり協働課

県で実施する男女共同参画に関する研修な
どを活用して地域団体・企業等への情報提
供や啓発を図った。

男女共同参画関
連資料の収集・情
報提供

市民

男女共同参画啓
発作品募集

事業スケジュール
予定数値

実施対象

17.3%

内容
事業担当課
(Ｒ3年度)

県で実施する男女共同参画に関する研修などを活用し
て地域団体・企業等への情報提供や啓発を行い、人材
育成を支援します。

まちづくり協働
課
産業政策課

男女共同参画について学習する場として、セミナー等を
開催します。

まちづくり協働課

男女共同参画
に関する学習
機会の提供

―

男女共同参画啓
発セミナー①

男女共同参画に関するアンケートから市民
の実態やニーズを把握し、セミナーの次年
度開催に向け検討を進めた。

市民

―

80.0%

固定的役割分担意識の解消　（「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」に反対の割合） —

—

— 44.8% ー

—

実績
(Ｒ3年度)

13.8% 13.8%

追加
項目

主な担当課
(旧組織名含む)

事業名

施　　策

基本施策 取り組み

60.0%

２　男女共同参画の実現に向けた基礎の確立

校長・教頭における女性の登用率　（教育アクションプラン）

「自分には良いところがあると思う」と回答した児童生徒の割合　（教育アクションプラン）

12.0%

子育て支援サポーター養成講座受講者数

女性２８人
（H28登録者数８７人）

—

5.4%

中３：66.7％

男女共同参画
意識の向上

市図書館において、男女共同参画を推進する上で参考
となる資料の収集・情報提供を行います。また、男女共
同参画に関する推薦図書の展示等を行います。

市民

市職員が男女共同参画を阻害する表現等について共
通認識を持てるよう、国、県等が作成しているガイドライ
ンなどを活用し、各課に周知します。

市の各種刊行物やホームページ等において、女性（ま
たは男性）だけに用いられる用語や固定的な役割表現
等を使用しないなど適切な表現とするよう留意します。

男女共同参画に関するフォーラムを開催し、多様な企画
により広く市民への啓発を行います。

広報紙や市ホームページ、啓発冊子「ＷＩＮＤＹ」などを
通じ、男女共同参画に関する市民の認識を深めるため
の情報提供と広報・啓発を実施します。

シティプロモー
ション課

広報等における
固定的性別役
割分担意識の
解消とメディア
リテラシーの推
進

重点目標

概要
(R3年度)

実施事業

新型コロナウイルス感染拡大の影響により
人が集まるような催事は実施せず、男女共
同参画推進月間に、男女共同参画について
広く市民に関心をもっていただけるよう広報
やパネル展示を通じて啓発を実施した。

重点目標 ２　男女共同参画の実現に向けた基礎の確立
数値目標

52.1% ー

26.5%

「男女共同参画社会」という用語の認知率　（「見たり聞いたりしたことがある」と回答した人の割合）

災害ボランティアコーディネーター登録者数

「将来の夢や目標を持っている」と回答した児童生徒の割合　（教育アクションプラン）

まちづくり協働課

市民

男女共同参画啓発に関する川柳等の作品
募集を行い、男女共同参画について多くの
市民に考えていただく機会とし、優秀作品を
表彰した。

―

男女共同参画
フォーラム

―

――
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トライアングルプランⅢ　アクションシート

H29 H30 R1 R2 R3

事業スケジュール
予定数値

実施対象内容
事業担当課
(Ｒ3年度)

実績
(Ｒ3年度)

追加
項目

主な担当課
(旧組織名含む)

事業名

施　　策

基本施策 取り組み

２　男女共同参画の実現に向けた基礎の確立重点目標

概要
(R3年度)

実施事業

制度構築 実施

― 学校教育課 内容検討 実施 実施 実施

― 保育課 随時対応 随時対応 随時対応 随時対応

（8.3） （9.8） （11.2） （12.7） （14.2）

― 学校教育課 8.93 10.71 実施 実施 実施

実施

― 学校教育課 実施 実施 実施 実施 実施

実施

― 保育課 実施 実施 実施 実施 実施

実施

― 学校教育課 実施 実施 実施 実施 実施

― 保育課 実施 実施 実施 実施 実施

1回

― 学校教育課 実施 実施 実施 実施 実施

２回
/(年)

― 学校教育課 実施 実施 実施 実施 実施

― 学校教育課 実施 実施 実施 実施 実施

― 学校教育課 実施 実施 実施 実施 実施

性教育に関する強化週間を定め、市内の小中学校全校
で啓発や学習などの取り組みを進めます。

―

性の尊重意識
の醸成

―

児童売買春、援助交際や薬物の乱用等について、その
危険性や心身に及ぼす影響について正しい理解を進
め、自分の体や生き方を大切にすること、犯罪の危険性
等について指導します。

学校教育課

小・中・特別支援
学校

性教育推進委員会を中心として、性教育のカリキュラム
内容の修正を加えながら、各小中学校において児童生
徒の発達段階を踏まえた性教育を推進します。

保育環境・学校環境において、性別による序列を生まな
いように名簿の使用方法について配慮します。また、児
童生徒に無意識のうちに浸透してしまう固定的な性別割
分担等に関する「隠れたカリキュラム」を解消します。

学校教育課

教育活動全体にわたって、男女平等や多様性の尊重を
推進する教育を行います。

―
男女区別のない児童・園児名簿を使用しま
した。

―
中学生の職場体験活動を通じて、性別役割
にとらわれないキャリア教育を推進しまし
た。

中学生・特別支援
学校

―

―いのちの学習会

―

小・中・特別支援
学校

性教育推進委員会を中心に、性教育のカリ
キュラム内容の見直しを行いました。

小・中・特別支援
学校

複数の中学校において、外部講師を招聘
し、性教育について専門の知識を講演して
もらいました。

市内小中学校の校長・教頭への女性教員の登用を促進
します。＊

職場体験学習等を通じて、児童生徒の勤労観、職業観
を育てるキャリア教育を推進し、固定的な性別役割分担
意識にとらわれない進路、職業選択を支援します。

教職員や保育士に対し、男女共同参画に関する研修へ
の参加を促進します。

★

学校教育課
保育課

教職員
保育士

各教員のキャリアをふまえ、検討実施しまし
た。

各学校で性に関する授業及び薬物乱用防
止教室等を実施し、正しい理解を進められ
るようにしました。

―

―
愛知県等が開催する男女共同参画に関す
る研修の案内を各小中特別支援学校の教
員に対し、周知した。（学校教育課）

教職員などの
男女共同参画

学校教育
や保育お
ける男女
共同参画
の促進

学校教育課

学校教育課
保育課

―

性別による隔て
のない教育の
実践

―
道徳科の内容項目に公正、公平、社会正義
があり、差別や偏見のない社会づくりについ
て学びました。

―

公立保育園を対象に、いのちの話・ジェン
ダーフリーの話をおこないました。

2－10 ★：本プランから新たに追加した項目　　



トライアングルプランⅢ　アクションシート

H29 H30 R1 R2 R3

事業スケジュール
予定数値

実施対象内容
事業担当課
(Ｒ3年度)

実績
(Ｒ3年度)

追加
項目

主な担当課
(旧組織名含む)

事業名

施　　策

基本施策 取り組み

２　男女共同参画の実現に向けた基礎の確立重点目標

概要
(R3年度)

実施事業

― 学校教育課 実施 実施 実施 実施 実施

― 学校教育課 内容検討 随時検討 随時検討 実施

地域活動
等におけ
る男女共
同参画促
進

実施
（①②③④の
いずれか又は
複数）

（１回/年） （１回/年） （１回/年） （１回/年） （１回/年）

―
まちづくり協
働課

実施
（１回）

実施 実施 実施 実施

―
まちづくり協
働課

実施 実施 実施 実施 実施

― 学校教育課 内容検討 内容検討 検討協議 実施

―
まちづくり協
働課

実施 実施 実施 実施 実施

実施

（1回/年） （1回/年） （1回/年） （1回/年） （1回/年）

0
まちづくり協
働課

実施 実施 実施 実施 実施

制度構築 実施

0 こども未来課 制度構築 実施 実施 実施

0
まちづくり協
働課

実施 実施 実施 中止 検討

65,000 危機管理課
登録者70人
(女性22人）

登録者103人
(女性33人）

登録者113人
(女性34人）

登録者122人
(女性37人）

登録者129人
(女性39人）

登録者127
人

(女性41人）

登録者95人
(女性30人）

登録者103
人

(女性33人）

登録者111
人

(女性35人）

学校教育
や保育お
ける男女
共同参画
の促進

登録者119
人

(女性38人）
防災にお
ける男女
共同参画
の促進

子育てサポーター
人材活用制度

―

地域の自主防
災・減災活動に
おける男女共
同参画の促進
＊

第一次瀬戸市地震対策アクションプラン（平成２８年３月
策定）に基づき、地域の自主防災力を高めるため、性別
にとらわれない活動への参画促進、防災に関連する訓
練の実施等に取り組みます。＊

市民の地域活
動等参画拡大
への支援　＊

市民
子育てサポー
ター養成講座修
了

地域や市民団体などが実施する事業において、子育て
世代の参加促進のための託児や見守りが必要な場合

に、サポートを行う人材提供の支援を行います。＊
★

まちづくり協働
課

こども未来課

災害ボランティア
コーディネーター
育成

災害時に備え、ボランティアセンターで救援
活動ができるボランティアコーディネーター
を養成する講座を開催し、より多くの人材育
成を行った。(講座修了者を対象に瀬戸市災
害ボランティアコーディネーター登録制度
有）

市民、各自治会
自主防災リー
ダー、地区社会
福祉協議会会
員、ボランティア
団体等

男女共同参画
フォーラム等にお

ける活動報告

市民団体や地域力活動組織等に女性活躍・
男女共同参画に関する情報提供を行った。

市民
市民団体等

★ 危機管理課

市広報・啓発パネル等を活用し行った。

子育てサポーター養成講座修了者で人材登
録制度を構築し、各団体主催の事業での子
どものサポーターや託児などの人材の情報
提供を行った。

男女共同参画
を推進する市
民・団体の活動
促進

国、県、各種団体から提供される男女共同参画に関す
る各種データや講演会等の資料について、関係する市
民や団体へ提供していきます。

まちづくり協働課 ―

まちづくり協働
課

男女共同参画推進に関する活動を行う市民や団体の情
報交換、相互交流の機会の提供等を行い、活動の発
展・拡大を支援します。

まちづくり協働課

市広報等で啓発を行った。

ＰＴＡ活動の女性役員の実態を把握するとともに、瀬戸
市小中学校ＰＴＡ連絡協議会を通じ、会長への女性の登
用や活動への男性の参画について啓発を行います。

学校教育課
小・中・特別支援
学校

自治会、ボランティア等各種団体の役員の実態を把握
するとともに、役員への女性登用について啓発を行いま
す。

会長の選任にあたっては男女の区別なく検
討している。また、校内の草取り等、土日に
開催されるＰＴＡ活動については、男性保護
者にもご参加していただいた。

年間を通して、自身のライフプランや自分ら
しく生きられるまちづくりについての各種セミ
ナーやフォローアップ講座を行い、男女共同
参画に精通した人材の育成につなげた。

―

―

各学校で保育体験や保育に関わる授業を
行いました。

小・中・特別支援
学校

―

地域活動にお
ける男女共同
参画の促進

地域活動における男女共同参画の重要性について啓
発を行い、性別にとらわれない多様な視点による活動を
推進します。また、高齢者の知識や経験を活かした地域
活動への参画を促進します。

学校教育課
各学校での情報モラル教育を推進しまし
た。

小・中・特別支援
学校

保育体験の実
施　＊

中学校で性別に関わりなく保育体験を行うことで、育児
の素晴らしさ、大切さ等を学び、固定的性別役割分担意
識にとらわれない育児参画の意識を高めます。＊

★ 学校教育課

情報モラル教育
の推進

児童生徒が、インターネットや携帯電話を適切に活用す
る能力を習得することができるよう、情報モラル教育を
推進します。

―

男女共同参画啓
発セミナー②

―

市民
市民団体
地縁団体

2－11 ★：本プランから新たに追加した項目　　



トライアングルプランⅢ　アクションシート

H２９ H30 R1 R2 R3実績 R3目標値

H29 H30 R1 R2 R3

人権の尊
重

実施

（２回/年） （２回/年） （２回/年） （２回/年） （２回/年）

0 社会福祉課 ６回 ５回 ４回 ３回 ４回

実施

0 社会福祉課 実施 実施 実施 中止 実施

実施

１０校 １０校 １０校 １０校 １０校

0 社会福祉課 ７校 １６校 １０校 ３校 ２校

実施

0 社会福祉課 実施 実施 実施 実施 実施

実施

（１回/年） （１回/年） （１回/年） （１回/年） （１回/年）

0 社会福祉課 １回 １回 １回 中止 中止

実施

（１回/年） （１回/年） （１回/年） （１回/年） （１回/年）

0 社会福祉課 １回 １回 １回 １回 １回

随時

12,960,000
児童発達支
援センター

相談件数
951件

相談件数
937件

相談件数
955件

相談件数
2,700件

相談件数
2,000件

　15.3%
（アンケート調査）

現状（H２７年）

18.1%

15.1%

―

―

―

人権に関する
各種相談の充

実

人権擁護委員の日に特別相談を実施します。

社会福祉課

中学生を対象とした人権作文コンテストや小中学生を対
象とした人権教室を実施します。

社会福祉課
学校教育課 人権教室

学校を通じて児童生徒に「ＳＯＳミニレター」を配布し、子
どもの人権侵害に関する問題の把握と解決への支援に
つなげます。

のぞみ学園では、障害児とその家族を支えるため、障
害児の困りごとの解決や適切なサービス利用に向け
て、瀬戸市障がい者相談支援センターと連携し、きめ細
やかな相談・支援を提供します。

児童発達支援セ
ンター

女性の人権ホットラインを市広報紙で継続して周知しま
す。

概要
(R3年度)

実施対象
実績

(Ｒ3年度)
事業担当課
(Ｒ3年度)

事業スケジュール
予定数値

人権尊重に関
する意識啓発

「人権擁護委員」の日や「人権週間」に、リーフレットの
配布等の啓発活動を行い、人権を守る意識を高めま
す。

社会福祉課 人権啓発活動

基本施策 取り組み 内容
追加
項目

主な担当課
(旧組織名含む)

事業名

50.0%

重点目標 ３　安心して暮らせる社会づくり
施　　策 実施事業

19.8%19.3%子宮頸がん検診の受診率　（いきいき瀬戸21） 19.3% 19.1%

乳がん検診の受診率　（いきいき瀬戸21） 15.8% 13.7%17.4% 15.4%

18.6%

50.0%

― ― 4.5% ー

15.7%

0.0%

0.0%

何らかの暴力を受けたことのある人の割合　（ＤＶの質問に対し「そのようなことはなかった」と「無回答」を除いた割合） ― ― 6.4% ー

ＤＶについて、誰も相談する人がいなかった人の割合
（ＤＶの被害を受け、どこ（誰）にも相談しなかった人のうち、「誰も相談する人がいなかった」と回答した人の割合）

　5.3%（アンケート調査）

　16.9%
（アンケート調査）

重点目標 ３　安心して暮らせる社会づくり
数値目標

社会全体での平等意識　（社会全体における男女の地位に対して「平等である」と回答した人の割合） ― ― 12.4% ー 50.0%

市広報紙への掲載やリーフレットの配布の
啓発活動を行った。

市民

人権作文コンテス
ト

人権問題について作文を書くことで、人権尊
重の重要性、必要性についての理解を深め
てもらうため、作文ｺﾝﾃｽﾄ（愛知県大会）へ
の参加を依頼した。

市内中学生

ＳＯＳミニレター

全児童生徒へＳＯＳミニレターを配布し、送
付されたレターへ人権擁護委員が回答する
ことで子どもたちの抱える人権問題を把握
し、解決を図るため実施した。

市内小中学校の
全児童生徒

特別支援学校を対象に人権擁護委員が講
師となって人権教室を開催した。

市立小中学校児
童生徒

人権擁護委員の
日特設相談

緊急事態宣言が発令されたため、特設相談
は中止とした。

市民

障害児相談支援
事業

全国で開設されるホットラインを市広報紙等
を活用し、周知した。

障害児とその家族の様々な困りごとの相談
に応じた。また、必要に応じて、「障害児支
援利用計画」を作成し、情報提供を行うとと
もに、関係機関との連絡調整を実施した。

市民

障害児とその家
族

女性の人権ホット
ラインの周知
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トライアングルプランⅢ　アクションシート

H29 H30 R1 R2 R3

概要
(R3年度)

実施対象
実績

(Ｒ3年度)
事業担当課
(Ｒ3年度)

事業スケジュール
予定数値

基本施策 取り組み 内容
追加
項目

主な担当課
(旧組織名含む)

事業名

重点目標 ３　安心して暮らせる社会づくり
施　　策 実施事業

人権の尊
重

（１２０件） （１３０件） （１４０件） （１５０件） （１６０件）

600,000
まちづくり協
働課

実施
（80件）

実施
（91件）

実施
（84件）

実施
(78件)

実施
（94件）

実施

（１回/年） （１回/年） （１回/年） （１回/年）

0
まちづくり協
働課
（関係課）

実施
（1回）

実施
（1回）

実施
（1回）

未実施
実施
（1回）

関係課と
検討

0
まちづくり協
働課

実施 実施 実施 実施 実施

― 学校教育課 実施 実施 実施 実施 実施

こども未来課 実施 実施 実施 実施 実施

―
まちづくり協
働課

実施 実施 実施 実施 実施

実施
（①②③④の
いずれか又は

複数）

1回 （１回/年） （１回/年） （１回/年） （１回/年）

0
まちづくり協
働課

実施 実施 実施 実施 実施

実施
（①②の内容
のいずれか又

は両方）
２回
/(年)

（１回/年） （１回/年） （１回/年） （１回/年）

―
まちづくり協
働課

実施
（１回）

実施
（1回）

実施 実施 実施

―
まちづくり協
働課

実施 実施 実施 実施 実施

ＤＶに対する理
解を深めるため
の啓発、教育の
充実

パート
ナー・こど
もに対す
る暴力の
根絶

市広報への記事掲載やポスター掲示、チラ
シの配架等を行い、ＤＶに関する加害・被害
防止に関する情報提供を行った。

市民

外国人に対し、チラシや広報等によりDVについての啓
発を行います。

―

市広報紙、啓発冊子「ＷＩＮＤＹ」、パンフレット等を通じ
て、ＤＶの現状や防止策、ＤＶ防止法等の関連法令につ
いての情報提供と啓発を行います。

市広報への掲載やリーフレットの配布等、啓
発活動を行いました。

―

男女共同参画啓
発セミナー③

ＤＶの加害・被害の実情や防止策等と、身近
な家族や知人として被害者への正しい相談
支援方法について学ぶ機会として、「女性に
対する暴力をなくす運動」展示を実施した。

―

性的マイノリティ
への理解　＊

固定的性別役割分担意識の解消による多様な性の啓
発とともに、性的マイノリティへの理解を促します。＊

★ まちづくり協働課

市民向けにＤＶについて学習できる機会を提供し、加
害・被害防止を行います。

教育機関等との連携のもと、若年層を対象にデートＤＶ
やストーカーに関する正しい知識を提供します。

まちづくり協働
課
こども未来課

教育現場において、自分の性に違和感を覚える児童・
生徒への相談に対応します。＊

★ 学校教育課
性的マイノリティー理解のための啓発や相
談活動を行った。

児童生徒

女性の悩みごと相談において、県等の関係機関等との
連携を強化するとともに、外国人相談とも連携し、様々
な女性の相談に対応します。

女性の悩みごと相談において、相談に対する横断的な
対応ができるよう、庁内関係各課との連携を強化しま
す。

実施

-

相談員連絡会

人権に関する
各種相談の充

実

女性相談員による「女性の悩みごと相談」を開催し、面
接、電話にて対応します。

まちづくり協働課

女性の悩みごと相
談

ＤＶ問題や、子育て、離婚問題など、女性が
抱える様々な悩みについて、女性相談員に
よる面接、電話相談を行った。

市民（女性）

男女共同参画情
報誌「ＷＩNＤＹ」の
発行②

家庭児童相談室、女性相談（まちづくり協働
課）、消費生活相談（生活安全課）、人権相
談（社会福祉課）等の相談員、所管課担当
職員において、情報共有、相談事例研究等
を行うため相談員連絡会を開催。

各種窓口申請書
類の性別記入欄
の省略検討

各種申請窓口担当課と連携し、申請書類の
性別記入が不要なものについては記載の省
略を行うよう取り組んだ。

市民

―

市民

―
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トライアングルプランⅢ　アクションシート

H29 H30 R1 R2 R3

概要
(R3年度)

実施対象
実績

(Ｒ3年度)
事業担当課
(Ｒ3年度)

事業スケジュール
予定数値

基本施策 取り組み 内容
追加
項目

主な担当課
(旧組織名含む)

事業名

重点目標 ３　安心して暮らせる社会づくり
施　　策 実施事業

― 学校教育課 実施 実施 実施 実施 実施

―
子ども・若者
センター

実施 実施 実施 実施 実施

―
まちづくり協
働課

実施 実施 実施 実施 実施

―
子ども・若者
センター

随時 随時 随時 随時 随時

0
まちづくり協
働課

随時 随時 随時 随時

派遣

（２回/年） （２回/年） （２回/年） （２回/年） （２回/年）

―
子ども・若者
センター

派遣 派遣 派遣 派遣 派遣

4,160
まちづくり協
働課

４回/月実施 実施 実施 実施

実施

①１回/年
②12回/年

①１回/年
②12回/年

①１回/年
②12回/年

①１回/年
②12回/年

①１回/年
②12回/年

実施

①１回/年
②12回/年

①１回/年
②12回/年

①１回/年
②12回/年

①１回/年
②12回/年

①１回/年
②12回/年

まちづくり協働
課

実施 実施 実施 実施

子ども・若者セ
ンター

実施 実施 実施 実施

市民課 実施 実施 実施 実施 実施

学校教育課 実施 実施 実施 実施

実施調整 実施

（１回/年） （１回/年） （１回/年） （１回/年）

人事課 １回 実施 実施 実施 実施

まちづくり協働
課

実施 実施 実施 実施

こども未来課 実施 実施 実施 実施

市民課
「DV被害者
支援措置担
当者会議」

0回 1回 実施 実施

学校教育課 実施 実施 実施 実施

パート
ナー・こど
もに対す
る暴力の
根絶

ＤＶに対する理
解を深めるため
の啓発、教育の
充実

　①代表者会議
　②実務者会議

88,000

0

市職員

0

窓口担当職員研
修

学校での性教育の時間を活用し、児童生徒に対し、
デートＤＶについての認識や理解への啓発、教育を行い
ます。

相談員
相談窓口担当職

員

要保護児童対策
協議会代表者会
議・実務者会議の
開催

児童虐待等のケースを要保護児童対策地
域協議会代表者会議、実務者会議にて関
係機関と連携した。

担当職員
会議委員

県が開催する担当者会議、及び相談員研修
などに参加し、関係機関との連携や相談技
術の向上を行った。

学校教育課

児童虐待と関連の深いＤＶのケースについては、要保護
児童対策地域協議会代表者会議、実務者会議等の機
能を活用し、警察や専門機関等とも連携を図りながら迅
速な対応にあたります。

― ―

― ― ―

相談支援員、相談
窓口担当課職員
の研修、会議等へ
の派遣

安心して相談で
きる体制の構築

DVや児童虐待の対応における庁内の連携や情報の共
有にあたっては、被害者のプライバシーや個人情報の
保護と安全の確保を図ります。

子ども・若者
センター

①代表者会議
②実務者会議

「家庭児童相談」や「女性の悩みごと相談」において、Ｄ
Ｖに関する相談に対応するとともに、必要に応じて県等
の専門機関と連携を図ります。

DVに関する相談では、窓口において様々な情報提供を
行い、被害者の意志による問題解決を支援する役割を
担います。

DVや児童虐待に対して、関係機関、地域のネットワーク
の構築など、相談支援体制の充実の検討に努めるとと
もに、相談対応の質の向上を図ります。

窓口業務においてＤＶや児童虐待の被害者・加害者に
接する可能性のある職員について、研修などを通じ、Ｄ
Ｖや児童虐待に関する知識と相談技術の向上に努め、
被害者の二次被害の発生を防ぎます。

こども未来課
まちづくり協働
課
学校教育課
人事課
市民課

―

― ― ―

―
各学校での性教育の時間を活用し、DVにつ
いて学習しました。

小・中・特別支援
学校

窓口業務においてＤＶや児童虐待の被害
者・加害者に接する可能性のある職員につ
いて、ＤＶや児童虐待に関する知識と相談
技術の習得のため、研修または情報共有等
を実施した。なお、新型コロナウイルス感染
症防止の観点から、一部研修は未実施。

3‐14 ★：本プランから新たに追加した項目　　



トライアングルプランⅢ　アクションシート

H29 H30 R1 R2 R3

概要
(R3年度)

実施対象
実績

(Ｒ3年度)
事業担当課
(Ｒ3年度)

事業スケジュール
予定数値

基本施策 取り組み 内容
追加
項目

主な担当課
(旧組織名含む)

事業名

重点目標 ３　安心して暮らせる社会づくり
施　　策 実施事業

実施

―
子ども・若者
センター

実施 実施 実施 実施 実施

実施

―
子ども・若者
センター

実施 実施 実施 実施 実施

派遣

（２回/年） （２回/年） （２回/年） （２回/年） （２回/年）

2,760
子ども・若者
センター

実施 実施 実施 実施 実施

―
まちづくり協
働課

実施 実施 実施 実施 実施

実施

（４施設） （7施設） （10施設） （12施設） （14施設）

0
まちづくり協
働課

実施 実施 実施 実施 実施

実施

840 835 830 825 820

153,560 健康課 815 805 761 727 719

実施

年間指定回数 年間指定回数 年間指定回数 年間指定回数 年間指定回数

50763 健康課 年間指定回数 年間指定回数 年間指定回数 年間指定回数 年間指定回数

実施

全戸訪問 全戸訪問 全戸訪問 全戸訪問 全戸訪問

431,400 健康課 全戸訪問 全戸訪問 全戸訪問 全戸訪問 全戸訪問

実施

－ － － － －

0 健康課 実施 実施 実施 実施 実施

実施

－ － － － －

0 健康課 実施 実施 実施 実施 実施

あらゆる
段階にお
ける健康
づくり支
援

パート
ナー・こど
もに対す
る暴力の
根絶

出産・育児に関
する各種相談と

支援の充実

健康課
こども未来課

家庭訪問
健康相談

必要に応じて、子育て家庭への家庭訪問や
相談等を個別で行った。

母子とその家族

生後４か月までの赤ちゃんのいるすべての家庭を訪問
し、子育てに関する相談対応や情報提供等を行うととも
に、虐待の未然防止と早期発見を行います。

母子とその家族

家庭訪問
健康相談

必要に応じて、子育て家庭への家庭訪問や
相談等を個別で行った。

母子とその家族

母子とその家族

６か月児健康相談、離乳食教室や赤ちゃんサロン、乳
幼児健康相談を開催し、保健指導や健康情報の提供等
を行います。

6か月健康相談
離乳食教室
赤ちゃんサロン
乳幼児健康相談

身体計測や保健指導、健康情報の提供
※新型コロナウイルス感染症予防対策のた
め、赤ちゃんサロンは中止、乳幼児健康相
談は個別に対応した。

セクシャル・ハ
ラスメント、性犯
罪等に関する
意識啓発

市広報紙、啓発冊子「ＷＩＮＤＹ」、パンフレット等を通じ
て、セクシュアル・ハラスメント、パワー・ハラスメント、性
犯罪、ストーカー行為等のあらゆる暴力の根絶について
の広報、啓発を行います。

まちづくり協働課
ＤＶやハラスメントに関する相談窓口が掲載
されたパンフレットを市役所等公共施設のト
イレに設置した。

市民
ＤＶ等相談窓口パ
ンフレットの公共
施設設置

すべての妊婦に対して妊娠、出産、育児の不安解消と
精神安定を図るため、母子健康手帳（親子手帳）交付時
に妊婦相談を実施します。
性別に関わらず子育ての意識を高められるよう、相談事
業への配偶者・パートナーの参加を働きかけます。

健康課

母子手帳交付
妊婦相談

母子とその家族

こども未来課
まちづくり協働
課

DV被害者への社会生活に必要な情報の提供、助言、
関係機関との連絡調整を行い、自立支援に必要な措置
を適切に行います。

定期や個別の相談、家庭訪問時において、配偶者・
パートナーの育児参画や家族などの周囲の育児支援の
状況を確認し、母親の育児負担感の把握を行います。

赤ちゃん訪問
生後４か月までの赤ちゃんのいるすべての
家庭を訪問し、子育てに関する相談対応や
情報提供等を行う

必要に応じて、子育て家庭への家庭訪問や相談等を個
別で行います。

被害者の自立
支援の充実

ＤＶの被害者を一時保護し、加害者から離れて自立した
生活が行われるよう、県などの関係機関との連携を強
化し、支援を行います。

― ― ―

相談支援員、相談
窓口担当課職員
の研修、会議等へ
の派遣

こども未来課

ＤＶ相談員や支援員について、専門的な研修会や会議
への参加により、被害者の自立支援に関する知識や技
術の集積を行います。

― ― ―

県が開催する担当者会議、及び相談員研修
などに参加し、関係機関との連携や相談技
術の向上を行った。

相談員
相談窓口担当職

員

母子健康手帳（親子手帳）交付時に妊婦相
談を実施し、妊娠、出産、育児の不安解消と
精神安定を図る。相談事業への配偶者・
パートナーの参加を働きかけた。

3‐15 ★：本プランから新たに追加した項目　　



トライアングルプランⅢ　アクションシート

H29 H30 R1 R2 R3

概要
(R3年度)

実施対象
実績

(Ｒ3年度)
事業担当課
(Ｒ3年度)

事業スケジュール
予定数値

基本施策 取り組み 内容
追加
項目

主な担当課
(旧組織名含む)

事業名

重点目標 ３　安心して暮らせる社会づくり
施　　策 実施事業

実施

－ － － － －

0 健康課 実施 実施 実施 実施 実施

実施

－
子ども・若者
センター

実施 実施 実施 実施 実施

実施

－ － － － －

0 健康課 実施 実施 実施 実施 実施

実施
（①②③④の
いずれか又は

複数）

（１回/年） （１回/年） （１回/年） （１回/年） （１回/年）

―
まちづくり協
働課

実施
（1回）

実施
（2回）

実施
（1回）

中止 中止

実施

－ － － － －

84,076,323 健康課 実施 実施 実施 実施 実施

実施

－ － － － －

3,646,000 健康課 実施 実施 実施 実施 実施

実施

－ － － － －

0 健康課 実施 実施 実施 実施 実施

実施

【受診率(％)】
乳 16.9

子宮19.4
前立腺 16.7
歯科節目 2.5

【受診率(％)】
乳 17.1

子宮19.6
前立腺 16.9
歯科節目 2.6

【受診率(％)】
乳 17.3

子宮19.8
前立腺 17.1
歯科節目 2.7

【受診率(％)】
乳 17.5

子宮 20.0
前立腺 17.3
歯科節目 2.8

【受診率(％)】
乳 17.7

子宮 20.2
前立腺 17.5
歯科節目 2.9

がん281,345,902
歯914,566 健康課

乳15.1子18.1
前15.7歯2.4

乳15.7子19.8
前16.1歯3.0

乳 15.8子19.3
前 18.1歯 2.3

乳 13.7子19.1
前 17.3歯 1.7

乳 15.4子18.6
前 16.5歯2.4

実施

【受診率(％)】

9.4
【受診率(％)】

9.6
【受診率(％)】

9.8
【受診率(％)】

10.0
【受診率(％)】

10.2

1,098,236 健康課 8.6 8.5 9.0 5.4 8.6

健康づくり事業
の充実

出産・育児に関
する各種相談と

支援の充実

あらゆる
段階にお
ける健康
づくり支
援

健康課
こども未来課

年齢要件から健康診査を受けることができない30歳代
の女性を対象とした健康診査を実施します。

各種がん検診、歯科健診を実施するとともに、特に女性
特有の乳がん・子宮がん検診、男性特有の前立腺がん
検診について受診を促進します。

こども未来課

30歳代の女性を対象とした健康診査を実施
した。

30歳代の女性(国
保加入者は除く）

健康課

各種がん検診
歯科節目検診

女性の健康診査

各種がん検診、歯科健診を実施し、受診勧
奨を行った。
新型コロナウイルス感染症による受診控え
の影響を少なくするため、期間を延長して実
施した。

市民(検診該当年
齢の方）

県で実施する、より高度なレベルの特定不妊治療費助
成事業や不妊に関する相談について、情報提供や紹介
を行います。

特定不妊治療助
成事業の情報提
供

県で実施する、特定不妊治療費助成事業や
不妊に関する相談について、情報提供や紹
介を行った。

市民

不妊治療に関
する支援

不妊に悩む夫婦に対し、一般不妊治療、検査に要する
費用の一部助成を行います。

健康課

一般不妊治療費
等の助成

不妊に悩む夫婦に対し、一般不妊治療、検
査に要する費用の一部助成を行う。

市民(夫婦)

妊産婦乳児健
康診査の充実

妊産婦と乳児の健康の保持増進及び異常の早期発見・
早期治療を図るために、医療機関で受ける妊産婦及び
乳児の健康診査の費用を助成します。

健康課
妊産婦・乳児健康
診査

妊産婦と乳児の健康の保持増進及び異常
の早期発見・早期治療を図るために、医療
機関で受ける妊産婦及び乳児の健康診査
の費用を助成した。

妊産婦と乳児(1カ
月児、10か月児）

育児教室
依頼を受け、乳幼児期における子育ての課
題や悩みの解消など、ライフステージに応じ
た様々な課題別の健康教室を実施した。

母子とその家族

健康課
まちづくり協働
課

男女共同参画啓
発セミナー④

仕事と家庭の両立などライフプランを実現す
るための知識を提供するためセミナー等に
ついては、新型コロナウイルス感染拡大の
影響により中止した。

市民
中高生

子ども・若者相談

０歳から概ね３０歳代までの子ども・若者お
よび保護者を対象に、専任職員が当事者に
寄り添い、情報提供や適切なサービスに繋
いだ。

市民（子育て世
代・祖父母）子育

て関係者

乳幼児期における子育ての課題や悩みの解消など、ラ
イフステージに応じた様々な課題別の学習機会を提供
します。

健康課

家庭訪問
健康相談

母子とその家族
必要に応じて、子育て家庭への家庭訪問や
相談等を個別で行った。

子育て支援センター、育児サロン、保育園、乳幼児健診
時、家庭児童相談室等で相談に応じるとともに、育児に
関する相談等支援の窓口を周知していきます。

妊娠・出産に関する正しい情報や知識を提供し、ライフ
プランニングやライフ・ワーク・バランスの支援を行いま
す。

子ども・若者相談専用回線を開設し、子ども・若者に関
する相談に応じます。

3‐16 ★：本プランから新たに追加した項目　　



トライアングルプランⅢ　アクションシート

H29 H30 R1 R2 R3

概要
(R3年度)

実施対象
実績

(Ｒ3年度)
事業担当課
(Ｒ3年度)

事業スケジュール
予定数値

基本施策 取り組み 内容
追加
項目

主な担当課
(旧組織名含む)

事業名

重点目標 ３　安心して暮らせる社会づくり
施　　策 実施事業

実施

8講座/年 8講座/年 8講座/年 8講座/年 8講座/年

9講座実施 8講座/年 8講座/年 3講座/年 ３講座/年

実施

啓発実施
【相談】
24回/年

【相談】
24回/年

【教室】
1講座/年
【相談】

【教室】
1講座/年
【相談】

1,669,805 健康課
1講座実施
相談24回

相談24回 相談22回

【教室】
1講座/年
【相談】
9回/年

相談１３回

実施

335,502,000
高齢者福祉
課

実施 実施 実施 実施 実施

実施

5,427,000 こども未来課 実施 実施 実施 実施 実施

実施

0 こども未来課 実施 実施 実施 実施 実施

実施

0
児童発達支
援センター

実施 実施 実施 実施 継続実施

実施

27,300,000 社会福祉課 実施 実施 実施 実施 実施

実施

10,431,943 社会福祉課 実施 実施 実施 実施 実施

実施

0 社会福祉課 実施 実施 実施 実施 実施

実施

0 社会福祉課 実施 実施 実施 実施 実施

あらゆる
段階にお
ける健康
づくり支
援

健康づくり事業
の充実

健康課

障害者福祉
サービスの周知

支援が必要な障害者が必要に応じてサービスなどを受
けられるよう、福祉サービスなどに関する情報を収集
し、障害者やその家族への情報提供を行います。

社会福祉課

福祉総合相談窓口において、障害者や高齢
者、経済的に悩んでいる方が自立し、安心
して暮らすことができるよう、各分野の専門
の相談員が連携を図りながら支援を行いま
した。

市民

障がい者相談支
援センター

福祉総合相談窓口において、障害者や高齢者、経済的
に悩んでいる方が自立し、安心して暮らすことができる
よう、各分野の専門の相談員が連携を図りながら支援
を行います。＊

★ 社会福祉課

尾張東部権利擁
護支援センター

尾張東部権利擁護支援センターにおいて、
成年後見制度の利用支援を行い、障害者や
高齢者が安心して暮らせるよう対応しまし
た。

市民

福祉総合相談窓
口

障がい者相談支援センターにおいて、各種障害福祉
サービスなど障害全般に関する相談や情報提供を行
い、必要に応じて関連機関と連携を図りながら支援を行
います。

市民
幼稚園
保育園
学校等

障がい者相談支
援センター

障がい者相談支援センターにおいて、各種
障害福祉サービスなど障害全般に関する相
談や情報提供を行い、必要に応じて関連機
関と連携を図りながら支援を行った。

市民

―

安心・安定した
生活のための
各種相談の充
実

発達障害やその疑いのある子どもに対し、発達支援室
において相談を実施します。また、必要に応じて健康
課、のぞみ学園、幼稚園、保育園、学校等の連携を図
り、子育てを支援します。

発達支援室 （児
童発達支援セン
ター）
社会福祉課
のぞみ学園（児
童発達支援セン
ター）

尾張東部権利擁護支援センターにおいて、成年後見制
度の利用支援を行い、障害者や高齢者が安心して暮ら
せるよう対応します。

高齢者福祉課
社会福祉課

母子家庭及び父
子家庭並びに寡

婦の方

瀬戸市介護予防・日常生活支援総合事業
実施要綱に基づき、介護予防・生活支援
サービス事業（第１号事業）、一般介護予防
事業を実施した。

市民

こどもの発達に関
する相談

子どもの困りごとについて、その子の発達状
況に合わせた手立てを保護者と共に考え、
また子どもがより良い支援につながるよう関
係機関と連携を図りました。

母子家庭の母及
び父子家庭の父

ひとり親家庭の
自立支援

ひとり親家庭の経済的な安定及び自立の促進に向け、
親を対象に、資格や技能の修得のための各種講座の受
講や養成機関での修業に対し給付金を支給します。

こども未来課

自立支援給付金支
給
・自立支援教育訓練
給付金
・高等職業訓練促進
給付金

ひとり親家庭の経済的な安定及び自立の促
進に向け、資格や技能の修得のための各種
講座の受講や養成機関での修業に対し給
付金を支給しました。
・教育訓練　3名
・高等職業訓練　3名

母子父子自立支援員による就労相談、就労
先に関する情報提供を行いました。
・就労等相談　173件
・児童養育相談　24件
・貸付等相談  157件

母子父子自立支援員による就労相談、就労先に関する
情報提供を行います。

困難を抱
える人へ
の支援

「筋力アップ教室」（全８回）、「女性のための
リフレッシュヨガ」（全３回）、「正しく知ろう！
～サプリメントとの上手な付き合い方～」、
「愛知医科大学公開講座（瀬戸市連携事
業）～コロナ禍のストレスとうまくつきあうコツ
～自分らしく生き抜くために」を実施。

市民

介護予防事業
の実施 ＊

高齢者が要介護状態等となることを予防し、可能な限り
地域において自立した日常生活を営むことができるよう
支援するため、介護予防事業を実施します。＊

★ 高齢者福祉課
介護予防・日常生
活支援総合事業
の実施

ストレス対策などの正しい知識の普及を行
い、関係機関と連携しこころのケアや相談を
行う。健康よろず相談　やすらぎ会館で８回・
体育館で５回、計１３回実施。

健診後の保健指導や健康教室・健康相談などを実施
し、自らの健康の保持・増進を図れるよう支援します。

ストレス対策などの正しい知識の普及を行い、関係機関
と連携しこころのケアや相談体制の充実を図ります。＊

★
こころの健康教室
健康よろず相談

各種健康教室

市民
こころの健康維
持への支援＊

健康課

支援が必要な障害者が必要に応じてサービ
スなどを受けられるよう、福祉サービスなど
に関する情報を収集し、障害者やその家族
への情報提供を行いました。

市民
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H２９ H30 R1 R2 R3実績 R3目標値

１回/年 １回/年 １回/年 ０回/年 1回／年 ２回／年

H29 H30 R1 R2 R3

0
まちづくり協
働課

実施 実施 実施 実施 実施

実施

（１回/年） （１回/年） （１回/年） （１回/年） （１回/年）

0 人事課 0 0 2 未実施 未実施

実施

（１回/年） （１回/年） （１回/年） （１回/年） （１回/年）

0 人事課 0 0 1 未実施 1

実施

0 人事課 実施 実施 実施 実施 実施

実施

0 人事課 実施 実施 実施 実施 実施

実施

（１回/年） （１回/年） （１回/年） （１回/年） （１回/年）

0 人事課 1回/年 0 0 0 0

実施

0 人事課 実施 実施 実施 実施 実施

実施

0 人事課 実施 実施 実施 実施 実施

現状（H２７年）

14.3%

64.3%

32人

15.1時間/月

地域のモ
デルとし
ての市役
所

男女共同参画やライフ・ワーク・バランスな
どについて、啓発記事及び関連セミナー情
報等を提供し意識の向上を図った。

市職員

職員の育児休
業取得の促進

人事課

面談等を通じ、妊娠した職員、配偶者が妊娠した職員の
育児休業取得を促進します。

管理監督者に対し、女性の人材育成、登用などに関す
る研修を実施します。

市職員

出産・育児に関す
る制度の普及

新型コロナウイルス感染症防止の観点から
職員研修の縮小のため、当初予定のあった
新規採用職員・管理監督者に対しての研修
の実施は行っていないが、出産予定者又は
配偶者が出産予定の者に対し、所属長の同
席のもと、出産・育児に関する休暇等の職
員制度の活用について個別に説明した。

市職員

育休代替任期付
職員採用制度の
活用

育児休業に入る職員が安心して職場を離れ
られるよう、正規職員と同様に勤務できる任
期付職員の活用を行った。

妊娠した職員、配偶者が妊娠した職員と所
属長、人事担当で面談し、育児休業制度の
説明を行い取得の促進と職場の理解を求め
た。

新規採用職員研修や管理監督者研修に対し、母体保
護、育児休業、出産・育児支援に関する制度に関する研
修を実施し、制度の普及を行います。

性別による偏り
のない職員採
用

職員採用において性別にとらわれることなく、適正に採
用を行います。

人事課

育休代替任期付職員採用制度の適用により、育休取得
を促進します。＊

★

性別にとらわれず、個人の能力や適性を重視した職務
分担や配置を行います。

適正な配置・職務
分担

職務分担や配置の決定にあたっては、本人
の能力・適性・実績・評価等に基づき判断
し、性別にとらわれず実施した。

市職員

適正採用
採用にあたっては、本人の能力・適性等に
基づき判断し、性別に偏りがないよう実施し
た。

就職希望者

市職員

育児休業の取得
促進

新規採用職員、
管理監督者に
対する研修

新規採用職員に対し、男女共同参画に関する研修を実
施します。

人事課

男女共同参画の
意識啓発研修の
実施

新規採用職員へは市単独の新規採用後期
研修での１科目とする予定であったが、新型
コロナウイルス感染症防止の観点から研修
開催を見合わせた。

市職員

女性の人材育成・
登用に関する研
修の実施

概要
(R3年度)

実施対象
実績

(Ｒ3年度)
事業担当課
(Ｒ3年度)

事業スケジュール
予定数値

市職員に対す
る情報提供

職員に対して、男女共同参画社会に関する意識向上を
図るため、積極的な情報提供を行います。

まちづくり協働
課

男女共同参画の
情報提供

基本施策 取り組み 内容
追加
項目

主な担当課
(旧組織名含む)

事業名

女性活躍・男女共同参画推進に関する市職員への研修の実施

重点目標 ４　計画の推進
施　　策 実施事業

１回／年

100.0%

36.4% 19.0% 16.7% 38.0% 50.0%

85.7%

合計５日以上取得　9.1％

１日以上取得　　50.0％
配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇制度が利用可能な男性市職員の休暇取得率

63.6% 57.1% 88.9%

13.1時間/月 10時間／月

38人
（Ｈ31.3末）

31人 28人 28人 0人45時間以上／月　38人

全体平均　15.3時間／月

重点目標 ４　計画の推進
数値目標

市役所正規常勤職員の超過勤務時間の縮減

14.3時間/月
（Ｈ31.3末）

14.1時間/月 11.9時間/月

管理監督者を含む若手から中堅職員を対
象に、女性活躍研修を実施し、女性職員へ
のキャリア支援として仕事と両立への不安
や昇任への迷いを解消させる機会とした。

市職員

4‐18 ★：本プランから新たに追加した項目　　



トライアングルプランⅢ　アクションシート

H29 H30 R1 R2 R3

概要
(R3年度)

実施対象
実績

(Ｒ3年度)
事業担当課
(Ｒ3年度)

事業スケジュール
予定数値

基本施策 取り組み 内容
追加
項目

主な担当課
(旧組織名含む)

事業名

重点目標 ４　計画の推進
施　　策 実施事業

実施

0 人事課 実施 実施 実施 実施 実施

実施

LWB宣言募
集

0 人事課 実施 実施 実施 実施 実施

実施

0 人事課 実施 実施 実施 実施 実施

実施

0 人事課 実施 実施 実施 実施 実施

実施

0 人事課 実施 実施 実施 実施 実施

制度検討・
構築

構築
運用

1回

0 人事課 ２回/年 １回/年 １回/年 未実施 未実施

0
まちづくり協
働課

実施
（４回）

実施 実施 未実施 未実施

２回
/(年)

― 行政課

H29ベビー
カー購入

（ベビーベッ
ド・ベビー
チェア導入

済）

利用継続 利用継続 利用継続 利用継続

労働者が有効に利用することができる休憩の設備を設
けるように努める。

行政課 ― 行政課
着工
完了

利用開始 利用開始済 利用開始済 利用開始済

地域のモ
デルとし
ての市役
所

人事課
職員の育児休
業取得の促進

職員有志による情
報交換等の実施

父親、母親世代職員、女性管理職など、職
員有志による参加による、情報交換などを
行う予定であったが、コロナウイルス感染症
防止の観点から開催を見合わせた。

市職員

時間外勤務の必要性を精査するとともに業務配分の見
直しを行い、時間外勤務を縮減します。＊

★

年次有給休暇の
取得促進

年次有給休暇の取得を促進するため、通知
を出すとともに、休暇を取得しやすい職場の
雰囲気を醸成した。

市職員
職員が年次有給休暇を取得しやすい環境づくりを進め
ます。＊

★

人事課

瀬戸市が管理する施設に、ベビーベッドやベビーチェア
を備えた多目的トイレを設置するなど、性別に関わらず
利用しやすい施設の改善に努めます。

施設管理各課

育児や介護、キャリアアップなどライフステージに応じ、
職員が家庭・仕事に関する情報交換・交流ができる場を
提供し、ワーク・ライフ・バランス推進への意識向上を図
るとともに、職員のニーズや職場環境の実態等の把握
を行います。＊

まちづくり協働
課
人事課

性別に関わら
ず利用しやすい

施設の改善

市役所における
ワーク・ライフ・
バランスの推進

＊

★

男性職員の配偶者出産休暇取得の促進を進めるため、
休暇申請の手続きを簡略化します。＊

★

育児休業取得後の復職にあたって、短時間勤務の適
用、人事異動の配慮や面談の実施等を通じ円滑な復職
を支援します。

男性職員の育児
休業取得の促進

男性職員が積極的に育児休業を取得できる
よう、実際に育児休業を取得した職員から
話を聞くなど具体的事例を示し、育児休業
取得のメリットを伝え、職員本人及び所属長
など周囲の職員の意識改革を行った。

男性職員が積極的に育児休業を取得できるよう、具体
的事例を示し、育児休業取得のメリットを伝え、職員本
人及び所属長など周囲の職員の意識改革を行います。

市職員

育児休業からの
復職支援

―

平成２９年９月にベビーカーを購入したほ
か、杖を用意し、利用に供した。
また、休憩の設備については、部屋の整備
（カーペット張替え、机及び椅子の調達等）
が完了し、平成３０年度からの利用ができる
体制を整えた。

―

育児休業取得後の復職にあたって、復帰後
の育児環境により、短時間勤務や部分休業
の適用、人事異動の配慮や面談の実施等
を通じ円滑な復職を支援した。

市職員

時間外勤務の縮減を意識醸成するととも
に、業務配分の見直しと内容の精査を行っ
た。

市職員時間外削減対策

配偶者出産休暇
手続きの簡略化

申請手続きを事前に説明し、必要書類等事
前準備を支援した。

市職員
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H29 H30 R1 R2 R3

概要
(R3年度)

実施対象
実績

(Ｒ3年度)
事業担当課
(Ｒ3年度)

事業スケジュール
予定数値

基本施策 取り組み 内容
追加
項目

主な担当課
(旧組織名含む)

事業名

重点目標 ４　計画の推進
施　　策 実施事業

ネットワーク
構築

運用

産業政策課 実施 実施 実施 実施 実施

まちづくり協
働課

LWB宣言
10

LWB宣言
9

LWB宣言
7

LWB宣言
2

LWB宣言
４

0 人事課 ― ― 実施 実施 実施

計画の進
捗管理

― 人事課 実施 実施 実施 実施 実施

―
まちづくり協
働課

実施 実施 実施 実施 実施

― 人事課 実施 実施 実施 実施 実施

―
まちづくり協
働課

実施 実施 実施 実施 実施

実施
アンケート検

討・実施
次期プラン策

定

（各２回/年） （各２回/年） （各２回/年） （各3回/年） （各4回/年）

0
まちづくり協
働課

実施（2回） 実施（2回） 実施（2回） 実施（1回） 実施（4回）

実施

（２回/年） （２回/年） （２回/年） （3回/年） （4回/年）

255,500
まちづくり協
働課

実施(2回) 実施(2回) 実施(2回) 実施(2回) 実施（4回）

―
まちづくり協
働課

実施 実施 実施 実施 実施

―
まちづくり協
働課

２回 実施 実施 実施 実施

―
本計画と取組

みの周知
本計画の取り組みについて市民に周知し、女性活躍・男
女共同参画への意識の醸成を行います。

まちづくり協働課 ―
市の広報やHPなどで周知し意識の醸成を
図った。

｢瀬戸市女性活躍推進及び男女共同参画審議会｣へ本
計画の進捗状況等を報告し、意見をいただくなど、適正
な進行管理を行います。

庁内推進体制
の整備

本計画を総合的に推進するため、男女共同参画担当課
を中心に庁内の連携を強化します。

まちづくり協働課

まちづくり協働課

庁内会議・庁内
ワーキンググルー
プの開催

本計画の推進に向けた事業の実施状況の
把握と効果を検証し、目標数値の達成への
取り組みや事業改善等を行った。

各委員

審議会の開催
事業実施状況、庁内会議での検討事項など
を審議会に報告し、審議会委員の助言や提
言を基に、着実な事業実施を行った。

審議会委員

― ― ―

―

事業所等との
連携による推進
＊

女性活躍・男女共同参画推進に積極的に取り組む事業
所等との連携体制を構築し、市内事業所等への取り組
み事例の情報提供による機運の醸成と取り組みの促進
を行います。＊

★
産業政策課
まちづくり協働
課

女性活躍推進協
議体の構築・運用

チャレンジSeto Style で市内事業所の「イク
ボス」について特集を組み、女性活躍・男女
共同参画に積極的に取り組む事業所やそ
の取り組みについて情報を発信し、機運の
醸成を図った。また、推進企業（事業所）登
録を行い、定期的に県や市、関係機関から
の情報提供を行った。

市内企業
（事業所）等

地域のモ
デルとし
ての市役

所

―
審議会委員の助言や提言を基に、庁内連携
を図り着実な事業実施を行った。

―

瀬戸市の取り
組み・成果の報

告

市職員の育児休業取得、超過勤務時間の縮減、市管理
監督職に占める女性職員の割合、審議会等委員への
女性登用の状況を公表します。

まちづくり協働
課

人事課

― ―

本計画の進捗
状況の把握と

評価

本計画に基づき、年度ごとに施策の進捗状況の評価を
行い、計画の着実な推進を行います。

瀬戸市が実施した男女共同参画の取り組み内容やその
成果について、市広報紙等で報告し、地域、企業等の
取り組みを促進します。

4‐20 ★：本プランから新たに追加した項目　　


